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ＯＰＥＣプラス、目標再び未達成　一部が原油増産に苦戦

［ロンドン　１８日　ロイター］ - 石油輸出国機構（ＯＰＥＣ）とロシアなど非加盟産油国で構成する「ＯＰＥＣプラス」

の９月の減産順守率は１１５％と、わずかに低下した。関係者が明らかにした。ＯＰＥＣプラスが生産目標を引き上げたに

もかかわらず、一部の参加国が増産に苦戦し目標を達成できていないことを示している。

ＯＰＥＣプラスは、９月に生産目標を日量４０万バレル引き上げた。１０月と１１月にさらに日量４０万バレルのペースで

増産することで合意している。

アンゴラやナイジェリアでは、投資不足や保守作業の問題から増産が進まず、今後も西アフリカ生産諸国への影響が懸念さ

れる。

原油価格の上昇に伴い、米国など主要消費国が増産を要請したにもかかわらず、ＯＰＥＣの実質的リーダーのサウジアラビ

アは先週、ＯＰＥＣプラスの段階的な増産政策を擁護した。

ＯＰＥＣプラスへのさらなる増産要請について、サウジアラビアのエネルギー相、アブドルアジズ・ビン・サルマン王子は

「増産していると言い続けている」と述べた。

ＯＰＥＣプラスは１１月４日に１２月分の対応を決める会合を開く。
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米シェールの生産コストが上昇　原油高騰の一因に    その①

米経済全体に及ぶ供給のボトルネックと労働力不足でシェールオイルの生産コストが上昇し、原油価格を下支えする

一因になっている。

上昇しているのは鉄鋼や賃金、石油掘削装置（リグ）を借りる契約などの費用だ。調査会社リスタッド・エナジーの

シェール調査部門トップ、アーテム・アブラモフ氏は、2022年の石油業界のコスト上昇率は10～15%と他の様々な米

物価指数を大幅に上回る可能性が高いと予測する。

これは世界の原油市場に影響を及ぼす可能性がある。米格付け会社ムーディーズ・インベスターズ・サービスは最

近、今後2年の原油価格の予想レンジを1バレル5ドル引き上げて50～70ドルとした。「石油需要と景気の回復に比例

して生産コストが上昇し始めた」ことを理由に挙げた。

油井の掘削や廃棄物処理などを担う石油サービス各社は数カ月前から、消耗品や賃金のコスト上昇分を生産各社に転

嫁する方針を示してきた。

売上高で業界3位の石油サービス大手、米ハリバートンのジェフ・ミラー最高経営責任者（CEO）は7月、「当社の事

業の多くの部門でインフレが起きている」と語った。「もっとも、当社はこれを転嫁できている」とも付け加えた。

新規掘削でも十分に利益

原油は7年ぶりの高値で取引されている。原油相場は20年初めの新型コロナウイルスの感染拡大初期のロックダウン

（都市封鎖）から息を吹き返し、国際的な価格指標であるWTI（ウエスト・テキサス・インターミディエート）の先

物価格は1バレル80ドル台に達している。

この価格水準なら、大半の油井の新規掘削はコストが上昇していても利益を出せるとアブラモフ氏は指摘する。22年

の米国の原油生産量は21年比で日量約80万バレル増えると予測されている。

米石油サービス大手ベーカー・ヒューズによると、業界の健全性を測る主な指標である米国内の石油・天然ガス掘削

装置（リグ）の稼働数は533基と、前年同時期のほぼ2倍に増えている。

シェール業界は生産の再拡大に踏み出したが、米マクドナルドや米フォード・モーター、米ウォルマートなど消費者

向け企業を悩ませているのと同様のサプライチェーン（供給網）と労働の問題に直面しつつある。これがコスト上昇

をもたらし、生産各社の採算ラインになる原油価格を押し上げている。

リスタッドのアブラモフ氏は、米南部テキサス州にある国内最大のシェール鉱区パーミアン盆地の典型的な油井掘削

の採算ラインは、現在の50ドル前後から22年には55ドルに上がる可能性があるとの見方を示す。
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２０２1年　10　月　19　日　　担当　小松

米シェールの生産コストが上昇　原油高騰の一因に    その②

人材確保に苦戦

米ダラス連邦準備銀行が石油・ガス生産会社や石油サービス会社100社余りを対象に9月に実施した調査では、各社は人材確

保に苦戦し、機器や資材の納入の遅れや値上がりへの対応を迫られていることが明らかになった。

ダラス連銀によると、石油サービス各社が報告した投入コストは過去最高に達した一方、7～9月期の納入業者による納品ま

でにかかった時間の指標は前期比の2倍近くになったという。

調査対象になった石油サービス会社の半数以上が人材の採用に苦労していると答えた。応募者が条件を満たしていなかった

り、提示された以上の賃金を求めたりしたことが理由に挙げられた。

パーミアン盆地で油井から原油をくみ上げる業務を手掛けるテキサス州ミッドランドの企業、フレックス・フローのジェ

フ・ウィルヘルム上級副社長は、20年の原油価格の急落に伴う広範な人員削減を受け、エネルギー業界と縁を切った人たち

を目の当たりにしてきたと話す。

ウィルヘルム氏は「長年の知り合いに電話をかけたが、エネルギー事業からは手を引き、保険や医療などもう少し安定した

業界で仕事を探していると言われた」と述べた。「20～25年の経験の持ち主もいるのに残念だ。彼らの穴を埋めるのは難し

い」

ウィルヘルム氏は油田で使われる特殊なゴムやプラスチック、貴金属の不足により、各社は数日から数週間の作業延期を余

儀なくされているとも語った。

株価の回復は鈍い

米石油サービス部門はコロナ禍で数十社が経営破綻に追い込まれ、ただでさえ苦境にあえいでいた。生産回復の見通しから

存続企業の株価は当初こそ急伸したが、上げ幅は鈍っている。

英調査会社IHSマークイットのアナリスト、ラウル・ルブラン氏は、石油サービス部門はコスト上昇分の一部を生産会社に

転嫁できるかもしれないが、油田開発に使う装置はなお余剰だと指摘する。

ルブラン氏は「装置の台数は今よりも活動が60%活発だった19年とほぼ同じだ。このため、リグや発電機、ポンプ、トラッ

クなどの鉄鋼関連の製品がだぶついている」と語った。「こうした装置は長持ちする。つまり、石油サービス各社は需要が

完全に回復し、価格決定力を取り戻すまで待たなくてはならない」

「喫緊の課題は、そうした装置を操作する人を見つけることだ」

だが、米石油・ガス生産会社パイオニア・ナチュラル・リソーシズのスコット・シェフィールドCEOは、装置への投資や人

材採用の低迷が長期化すれば、業界がコロナ前の水準以上に成長しようとした際にエネルギー価格のさらなる急騰を招きか

ねないと話す。

同氏は10月上旬のインタビューで「原油高で資金はあるかもしれないが、人材や労働力、在庫、装置、掘削リグ、フラッキ

ング（水圧破砕法）機器がとにかく足りない」とこぼした。「23～25年に世界の原油需要が高まればこの点が問題になるだ

ろう」と指摘した。
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